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Waseda Vision 150 理工学術院の将来構想の進捗状況報告 

 

１．２０１５年度報告 

◎理工学術院全体 

① 教育改革 

 国際コースの充実 

→ 学部英語学位プログラムとして再構築．世界スタンダードの 7 つの Major に再編し，カリキュラ

ムとして A 群，B 群，C 群をバランス良く配置することを決定． 

 材料系学科の新設 

→ 先端材料学専攻を設置の方向で検討中． 

 英語教育センター学科(言語理工コミュニケーション学科)の新設 

→ 言語と人間知性マイナーとして展開を決定． 

 IPS 対応学科の新設 

→ 地方貢献人材発掘型入試として，九州地域から入学する学生を募集する方向で検討中． 

 SGU と Waseda Ocean 計画 (大学教育の国際化) 

→ SGU を発展させた理工学術院重点研究領域と研究所として展開することを決定． 

 理工学基礎実験の改革 

→ 思考性を重視した実験項目に改訂．2016 年度より実施． 

 博士課程の改革 

→ 2017 年 4 月より博士後期課程単位制をスタート． 

 A1，A2 群科目・B 群科目・C 群科目の改革 

 反転講義の導入 

→ プログラミング教育を中心に反転教育を導入開始． 

 科目数の削減  

→ 2016 年度秋学期より科目数 20%削減を目指すための検討を開始． 

 学部英語学位プログラムのための新英語科目と英語による専門科目の提供 

→学部英語学位プログラムと日本語プログラムを融合することで，学生間の国際化を推進する

ことを検討中． 

 演習科目における 0.5 単位の認定 

→ 今後検討予定． 

 教育構造改革 

→ 無線 LAN を西早稲田キャンパス全域に展開し，Springer の教科書等を利用したディジタル教科

書を導入する方向性を検討予定． 

 Student Ratio 改善等 

→ Vision150 教員増員計画により Student Ratio の 20%改善の方向性が決定． 

 3 学部共通科目の設置・副専攻設置 

→ 2016 年度の秋学期より検討開始することを決定． 

 海外留学を活性化するための施策 

 事前単位認定 

→ 海外留学中に履修した科目の単位認定の推進および旅費・滞在日等支援の導入を決定． 

 入試制度改革 

→ 2018 年度 4 月より学部英語学位プログラムで 4 月入学学生（主に日本人を対象）の受入を決定． 

 複合型研究科新設 

→ 2016 年秋より検討開始することを決定． 

 映画映像系の教育の検証 

→ 2016 年 4 月より表現工学科に任期付教員を採用し，映画映像系教育の強化と教育の検証を開始． 

 東京農工大学との連携強化 

→ 東京農工大学との連携は共同大学院を中心に一層進めることで検討．特に農学分野での連携強化
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を予定． 

 

② 研究強化 

 助手・助教制度改革 

→ 博士学位を取得後は、すべて助教として任用する改革案を教務部に提案． 

 情報生産システム系新研究所の新設 

→ 国際情報通信研究センターと情報生産システム研究センターの協力関係を深めつつ，独立に存続

することを決定． 

 基礎科学研究所の新設 

→ 本庄キャンパスに基礎科学研究所を新設することを大学本部に提案．  

 理工系研究体制のあり方 

→ 総計 7 つの重点領域研究所を理工研に設置することを決定し，材料技術研究所に材料系重点領域

を設置することを検討中． 

 理工系研究所のあり方 

 世界レベルの研究大学を目指した戦略策定 

 理工系研究推進体制の検討 

 医療への展開 

 本庄キャンパス活性化 

 物質科学系学術研究教育拠点の形成 

→ 国際的なオープンイノベーションを行う産学官の研究所としての機能強化は，重点研究領域設置

等により推進することを決定．産業技術研所のオープンイノベーションラボを西早稲田キャンパス

に誘致し，ゲノム情報分野の研究教育の強化を行い，生命系研究の推進を図ることを決定．本庄キ

ャンパス活性化は基礎科学研究所の新設提案により推進を検討中．材料技術研究所に物質科学系学

術研究教育拠点を形成することを検討． 

 国際知名度向上のための施策 

→ 学部英語学位プログラムを充実し，重点領域研究所に任期付教員等を増員することで，国際的な

論文を大幅増加するための基盤を整備． 

 

③ キャンパス整備 

 100 年回る安全安心でサステナブルなキャンパス整備計画 

 理工マルチキャンパス化等 

 研究スペースの確保と適正化 

→研究スペースの拡充を決定．材料技術研究所での研究教育を展開することで，理工マルチキャン

パス化の推進を決定． 

 理工キャンパスアメニティ向上 

→ 中庭，56 号館地下，63 号館 1 階理工レストラン，女子トイレの改修を完了． 

 教室環境の改善 

→ 無線 LAN AP の整備，使いやすい黒板の導入，プロジェクタ設備の更新を行った．今後は遠隔講

義対応の教室を整備予定． 

 TWINS の体制環境整備 

→ TWINS 安全整備を推進した．特にドラフトチャンバー等の整備を完了． 

 理工情報インフラ整備 

 無線 LAN AP の整備 

 教室・会議室の AV 設備充実 

→ 教室環境整備の柱として上記を実施． 

 

④ 学術院体制・事務体制・その他 

 3 学部研究科体制の検証と改善 

→ 2016 年度秋学期より検討することを決定． 

 事務のスマート化 
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 成績入力の改善 

 冊子類校正の改善 

→ 教員の成績入力を Course N@vi による受付の一元化により実施.．学部研究科要項等の原稿校正

を電子化により実施． 

 理工系学術院体制の検討 

→ 教育・総合科学学術院との生命系実験の協力関係を検討． 

 ポスドク学生の支援 

→ 学外から雇用されたポスドク研究者に対する懇談会を開催．  

 地域貢献とキャンパス拡大 

 新宿区連携 

→ 地域貢献とキャンパス拡大を含む理工キャンパス中期計画を 2016 年秋学期より検討することを

決定． 

 男女共同参画 

→ 今後 5 年間で嘱任される教員の 20%以上を女性教員とする案を立案． 

 理工学術院アーカイブズ・理工学スタジオ・ミュージアム・データベース 

→ 今後検討． 

 職員の待遇改善 

→ 外部資金を獲得し，2016 年度秋学期より任期付職員の採用を決定．これにより労働環境の改善

を図る．  

 OB・OG へのサービスと活用 

→ アントレプレナーシップ教育等により起業家養成教育を充実し，OB・OG との連携を強化． 

 

◆基幹理工学部 

① 教育・入試改革 

 学系別入試の定着 

→2016 年度春の一般入試では，過去 2 番目に多い受験生を集めることができ，基幹理工学部の学系

別入試は徐々に定着してきている実感がある．また，各予備校の偏差値も右肩上がりに上昇してい

る． 

 推薦入試（以外者入試）制度の見直し 

→2016 年度までの以外者入試では，学系ごとの推薦依頼数の見直しが今後の課題になっている． 

 国際化の更なる推進（日本人学生の入学促進，外国人学生の大学院修士課程への進学促進） 

→基幹では，学系α（数学，応数），学系β（情報，通信，電子，表現），合計学生定員 60 名で国際

コースを実施しているが，海外からの志願者は順調に増加している．特に 2016 年 9 月入学希望者は

定員を大きく上回り，優秀な学生のみを入学させることが可能となりつつある．これは，基幹理工

学部が提供する英語カリキュラムが，海外から認められつつあることを示しているものと分析して

いる．学部卒業者の多くが，そのまま基幹理工学研究科の修士課程に進学するのも基幹の大きな特

徴になっている．一方，国際コースに入学する日本人は現時点で殆んどなく，根本的な制度の見直

しが必要であると考えている． 

 基幹副専攻制度の拡充と英語副専攻の検討 

→2016 年 3 月に学部を卒業した 24 名に対して，副専攻の履修証明書を発行した．副専攻制度が始

まってから，初めての修了者であり，学生からの反応も極めて良好であった．今や副専攻制度は基

幹理工学部教育カリキュラムの大きな特徴になっており，副専攻制度の履修を目指して基幹理工学

部を志望する受験生が多く存在している．このように副専攻制度は順調に進行している．また，英

語学位プログラムの実施に合わせて，英語副専攻（Minor）の検討もあわせて行っている． 

 基幹共通科目の整理統合 

→基幹理工学部では，全学科共通の基礎教育として数学系および工学系基礎 8 科目を基幹共通科目

に設定し，履修を推奨している．特に，ベクトル解析や微分方程式などの数学系科目は，履修者数

が 150 名を超える需要があり，急遽，クラスを分割した経緯がある．このように，現在の基幹共通

科目制度は順調に運営されている．今後の課題として，現在検討が進められている英語学位プログ

ラムの英語による B 群基礎科目を，基幹共通科目として 4 月入学の通常コース学生にも開放するこ
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とを検討している． 

 大学院博士後期課程の無料化と奨学金の充実化 

→基幹理工学部・研究科の入試教育検討委員会をはじめとして，主任会などで実施に向けた意見交

換を行っている． 

 クオーター制度の導入検討 

→2018 年度にスタートする新しい英語学位プログラムに開始時期を合わせて，英語科目のみならず

日本語科目についてもクオーター化する検討を開始した． 

 

② 研究改革 

 大学院における研究体制の見直し 

→大学院に「先端材料学専攻」を設置すべく，検討を開始した． 

 

◆創造理工学部・研究科 

① 教育改革もしくは②研究強化の項目 

 産学連携の推進 

→国内外の企業研修・見学会の実施など 

 フィールド（学外の実践・実習の場）を活用した研究・教育の充実 

→ 創造理工リテラシー２（現、共創ワークショップ演習）を開設 

 研究成果の発信と社会貢献 

 → HP、パンフレット（創造人など）による情報発信強化 

 

◆先進理工学部 

① 教育改革 

 修士課程における専門コア科目のコースワーク再構築．修士課程の修了単位にオープン科目も認め

ることにより，広い視野を持った学生の育成． 

→検討を進めている． 

 実験講義のオンデマンド化による効率的な授業 

→西早稲田キャンパスの撮影設備を今後積極的に活用予定． 

 研究スキル等に関する科目設置 

→2015 年度本学物性計測センターとの連携による「先端物性計測演習」を修士課程に新設． 

 シームレスな科学英語教育 

→2015 年度には少人数レベル別でのネイティブスピーカーによる対話型英語教育「Discussion 

Tutorial English in Science and Engineering」を新設． 

 海外学生・若手派遣プログラムの拡大 

→UCLA への短期留学（Cross-disciplinary Scholars in Science and Technology (CSST)プログラ

ム）を実施． 

→海外大学と箇所間協定締結に向けて協議中． 

 5 年一貫制博士課程専攻による一貫制教育の一層の充実化 

2014 年度に５年一貫博士課程先進理工学専攻を開設し，順調に推移． 

 修士課程での学会発表の奨励 

→2015 年度に国際会議参加費補助制度を新設し，修士課程での学会・研究会での発表を奨励． 

 

② 研究改革 

 論文リスト・学会発表の整理と共有（AAA インデックス） 

→学生による入力が順調に進行しており，データベースとして充実． 

 ラボリーダー制度の推進 

→ホームページでの広報を推進し，知名度向上を推進． 

 教員の研究活動に対する表彰 

→文部科学大臣表彰，早稲田大学リサーチアワード等を受賞した教員が受賞内容に関するプレゼン

テーションを全教員の前で実施． 
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 研究「室」サポートの模索 

→検討を進めている． 

 

③ 社会貢献改革 

 卒業・修了生の人名録作成 

→一部学科(応化)で実施． 

 サイエンスの啓発活動 

→各教員が個別に実施． 

 

④ 入試制度改革 

 大学院入試、研究室情報の積極的公開（HP、入試説明会） 

→理工キャンパスでの大学院入試説明会を 2015 年度も継続開催．2016 年度は専攻別ではなく先進

理工学研究科として開催予定． 

 学部入試作業の合理化と入試事故リスクの軽減 

→対策に関して協議を進めている． 

 入学後の附属・系属校との連携の強化 

→高大一貫教育検討委員会での議論に加えて，学科単位で附属系属校教員との連携を活用． 

 

⑤ 学生支援改革 

 学部 3 年生の TA 登用博士課程学生 TA 制度の推進 

→博士課程学生 TA（TAO）を活用している． 

 博士キャリアセンター，キャリアアドバイザー等の充実により，大学院生への就職支援を強化 

→2015 年度からキャリアアドバイザーを設置するとともに先進キャリア支援講演会を開催． 

 博士後期課程若手研究者養成奨学金制度の充実 

→修士課程に関しては、先進理工学研究科修士課程奨学金を新設． 

 

⑥ 自己点検改革 

 産業界とも連携した学外評価委員制度の新設 

→検討を進めている． 

 

⑦ その他 

 生命医療系研究・教育の充実 

→奈良県立医大と連携した研究医の養成． 

 若手任期制教員の増員 

→2015 年度助教 1 名，助手 6 名増員． 

 

◆情報生産システム研究科 

① 教育改革 

1.グローバルキャンパス構想の実現 

・ASEAN 大学教員に対する学位取得支援を通じ、ASEAN とのネットワーク強化 

→大学教員に対象を絞れなかったが、中国偏重からやや ASEAN 広域にネットワークが拡張された。

ABE INITIATIVE によりアフリカからも留学生を受け入れた． 

・グローバルに人を惹きつけるグローバルキャンパスの求心力として、北九州の産業と密接に連携した

国際的に通用する教育内容を検討 

→産官学金コンソーシアムの構築に着手し、産学連携教育、地域連携教育の検討を開始することがで

きた． 

2.グローバル人材の育成 

・海外からの優秀な学生獲得数大幅増加 

→達成できた． 

・学科の新設を念頭に置き、日本人学生、留学生の異文化交流教育を検討 
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 →地方貢献人材発掘型入試として，九州地域から入学する学生を募集する方向で検討中. 

・海外からの本格的な短期請負教育、インターンシップ受け入れを実施 

→復旦大学サマープログラムの規模を拡大した。またタイ等からのインターンシップ受け入れが本格

的に開始された． 

・国費留学生優先配置への努力 

→国費留学生優先配置の募集はなかった． 

・特色ある科目の代表格である「インテリジェントカー・ロボティクスコース」の 3 年後の姿を検討 

→検討中． 

 

② 研究改革 

1.産学連携等を通じた研究活性化・多元化 

・北部九州経済圏の企業と強力な研究連携を図り、トップレベルの研究を行うと同時に、実践的で産業

を牽引するような研究力も兼ね備えた箇所とする． 

→産官学金コンソーシアムの構築を通して準備を開始した．同時に電気学会、経済産業省、九経連、

環境省等との連携開始． 

・発信力の強化を目指し、企業向けセミナ、シンポジウムの開催を検討する． 

→IPS 国際連携シンポジウムの質的向上により連携体制強化を行った。また、ひびきのサロンと共同

で開催した． 

・寄付講座導入のための整備を行う． 

→産官学金コンソーシアム構築に着手した．  

2.研究環境の高度化・発信力の強化 

・産業医科大学、学研都市 2 大学との連携強化 

→連携強化を行った． 

・多視点から研究を見つめるリサーチコンプレックス構想について学研都市内で議論する． 

→リサーチコンプレックスの採択を目指し、4 大学間で本格的な議論が始まった． 

3.国際産学研究連携の推進 

・国際産学連携研究を行うための機関の設置検討、実施計画の策定 

→産官学金コンソーシアム、リサーチコンプレックスを背景に、国際産学連携研究の開始について検

討した． 

 

③ 社会貢献改革 

1.社会に開放された教育研究環境の構築 

・これまでの活動を継続するとともに、新たな高大連結教育方式を模索する 

 →スーパーサイエンスハイスクールへの支援はこれまで通り．新たな高大連結教育方式についてはと

くに成果なし． 

・高専等からのインターンシップ受け入れ数大幅アップ 

→達成できた． 

 

④ 学生支援改革 

1.グローバルキャンパスに対応した生活環境の改善 

・異文化環境での教育・研究方式の点検、文化交流、日本語教育、カウンセリング強化 

→達成できた．ただし、日本語教育は今後強化する必要あり． 

・留学生支援 NPO を通じた学生どうし、地域住民との文化交流促進 

→達成できた． 

 

⑤ 点検・評価改革 

1.海外留学生を考慮した教育制度の点検・評価の推進 

・留学生、日本人学生による満足度チェックについて検討 

→アンケート調査は行ったが、回答数が少なく不十分． 

2.外部評価の推進 
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・教育研究レベルの点検・評価法について検討を行う 

→引き続き検討する． 

・博士学位の質維持についての点検実施 

→引き続き検討する． 

 

⑥ その他 

1.早稲田スピリッツの醸成 

・実体情報学等西早稲田キャンパスと合同実施プロジェクトへの積極参加 

 →引き続き検討を行う必要あり。異文化交流授業への参加は実施． 

・西早稲田との研究交流手段についての検討 

→引き続き検討を行う必要あり． 

・早稲田イベントへの参加についての検討 

→早稲田祭への学生派遣を実施。大学院合同説明会への参加。 

・IPS 内イベントの増加、稲門会との交流を図る 

→引き続き検討を行う必要あり． 
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２．２０１６年度計画 

※ 2016 年度以降の計画を以下に記す． 

 

◎理工学術院全体 

① 教育改革 

 学部英語学位プログラムのカリキュラムの整備 (*) 

 先端材料学専攻の新設 

 英語教育センターをもとにした専攻(言語と知性理工学専攻)の設置検討 

 IPS を中心とした地方貢献型入試の導入の検討 

 SGU と Waseda Ocean 計画 (大学教育の国際化) 

 A1，A2 群科目・B 群科目・C 群科目の改革 

 科目数の削減 

 学部英語学位プログラムのための新英語科目と英語による専門科目の提供 

 演習科目における 0.5 単位の認定 

 3 学部共通科目の設置・副専攻設置 

 西早稲田キャンパス 3 研究科融合の検討 

 東京農工大学との連携強化 

(*) Waseda Vision 150 教育システム計画調書にて記述した事項に対応． 

 

② 研究強化 

 助手・助教制度改革 

 基礎科学研究所の新設 

 理工系研究体制のあり方 

→ 重点領域研究所の設置に向けた準備。理工総研の組織改編（材料技術研究所の箇所化および理工総

研・理工研の統合）の推進 

 

③ キャンパス整備 

 理工キャンパス中・長期計画の立案 

 理工キャンパスアメニティ向上 

 理工情報インフラ整備 

 無線 LAN AP の整備 

 教室・会議室の AV 設備充実 

 

④ 学術院体制・事務体制・その他 

 3 研究科体制の検証と改善 

 男女共同参画 

 職員の待遇改善 

 

◆基幹理工学部 

① 教育・入試改革 

 学系別入試の定着 

3 学系別入試は概ね定着した状態であるが，2018 年度から新しくスタートする英語学位プログラム

に合わせて，学科定員および学系別入試定員の見直しを行う計画である．大学院での研究分野に合

わせて，学系の見直しも直近の課題であると考えている． 

 推薦入試（以外者入試）制度の見直し 

英語学位プログラムに合わせて，指定校推薦のみならず，一般高校推薦を新規導入することを検討

している．附属・系属高校の定員の見直しなどの対策が必要である． 

 国際化の更なる推進（日本人学生の入学促進，外国人学生の大学院修士課程への進学促進） 

英語学位プログラムの学生定員を，4 月入学，9 月入学を合わせて 45 名とし、多くの日本人学生を

一条校から基幹理工学部へ進学するルートを確立することを計画している．数学系（数学科，応用
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数理学科），情報系（情報理工学科，情報通信学科）の２つの Major に対し，全ての学科が参画する

5 つの Minor を併設することで，基幹理工の全教員が英語教育に参画し，卒業論文の指導を行える

体制を検討している． 

 基幹副専攻制度の拡充と英語副専攻の検討 

英語学位プログラムに設置される Minor を，現在進行中の副専攻制度と併用することで，英語によ

る副専攻（Minor）を国際コース学生のみならず通常コースの学生にも履修できるような制度の確立

を検討している． 

 基幹共通科目の整理統合 

現在 8 科目で運用されている基幹共通科目の科目数の増加，および英語による科目を新たに加える

などの新規方策を検討中である． 

 大学院博士後期課程の無料化と奨学金の充実化 

大学院博士後期課程への進級を積極的に奨励するために，学術院と連携した授業料の無料化政策お

よび奨学金制度の充実に向けた検討を行っていきたい． 

 クオーター制度の導入検討 

英語学位プログラムに設置される Minor では，多くの科目がクオーター制を導入することが計画さ

れており，クオーター化にむけて引き続き検討を進めていきたい． 

 

② 研究改革 

 大学院における研究体制の見直し 

基幹理工学研究科に独立大学院「先端材料学専攻（仮称）」を設立し，材料分野の研究力増強を目指

す．また，当該分野の Minor を英語学位プログラムに設置し，通常コースの学生にも広く履修を奨

励することで，材料学分野の学部・大学院一貫教育とより一層の研究力強化を目指すことを検討し

ている． 

 

◆創造理工学部・研究科 

①教育改革 

 共創ワークショップ演習を卒業単位に算入できるよう改編 

 フィールド（学外の実践・実習の場）を活用した研究・教育の充実 

 学部英語学位プログラムの検討 

 箇所間協定校の拡充 

 若手研究者支援（海外学会発表など） 

 ティーチングアワード実施 

 HP、パンフレット等による情報発信強化 

 建築学専攻にて国際コース開始を検討 

 

②研究強化 

 産学連携の推進 

 研究成果の発信と社会貢献（創造人の発刊など） 

 重点研究領域の検討 

 

③入試制度改革 

 指定校推薦入試における学科選択枠をさらに拡充 

 

◆先進理工学部 

①教育改革 

 実験講義のオンデマンド化による効率的な授業実施 

 学部専門教育の国際化 

 学生・若手研究者海外派遣プログラムの推進 

 修士課程での学会発表の奨励 
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②研究改革 

 論文リスト・学会発表の整理と共有（AAA インデックスを活用した情報の蓄積） 

 ラボリーダー制度の更なる推進 

 教員の研究活動に対する表彰 

 

③社会貢献改革 

 サイエンスの啓発活動 

 

④入試制度改革 

 大学院入試，研究室情報の積極的公開（HP，入試説明会） 

 学部入試作業の合理化と入試事故リスクの軽減 

 入学後の成績の附属・系属校へのフィードバック 

 

⑤学生支援改革 

 大学院生への就職支援強化 

 

⑥その他 

 若手任期付教員の増員 

 

◆情報生産システム研究科 

①教育改革 

1.グローバルキャンパス構想の実現 

・グローバルに人を惹きつけるグローバルキャンパスの求心力として、産官学金コンソーシアム立ち上

げにより、北九州の産業と密接に連携した、国際的にも優位性のある教育内容を検討する. 

・産学連携型教育モデルと並行し、地域連携型教育モデルの策定に着手する． 

・ASEAN 大学教員に対する学位取得支援を通じ、ASEAN とのネットワーク強化 

2.グローバル人材の育成 

・地方貢献人材発掘型入試、産学連携教育、地域連携教育により、日本人のグローバル人材育成を行う. 

・社会人教育を重要視する． 

・サマープログラム等短期集中請負教育の大規模化. 

・産官学金コンソーシアムを基盤とするアントレプレナ―教育を日本国内のみならず、アジア諸国に対

しても行う． 

・上記のような特徴的な教育を核とし、国費留学生優先配置への提案を行い採択されることを目指す． 

・連携大学院コースの継続、新科目の増設を検討する． 

 

②研究改革 

1.産学連携等を通じた研究活性化・多元化 

・産官学金コンソーシアムの立ち上げを行い、主にエコインダストリをテーマとする研究拠点としての

存在感を確立する．学会、省庁、九経連等との連携を密にすることによる外部資金獲得を目指す．同時

に早大内支援機能も活用する． 

・IPS セミナを開始する。IPS 国際連携シンポジウムの継続、ひびきのサロンへの協力． 

・産官学金コンソーシアムの本格運用を開始する． 

2.研究環境の高度化・発信力の強化 

・エコインダストリ、医工連携、スマートコミュニティを柱とする大型プロジェクトの開始をめざす.リ

サーチコンプレックス FS 採択を受けさらに本採択を目指し、これにより地域と連携した研究力増強を行

う． 

3.国際産学研究連携の推進 

・学生交流だけでなく、研究交流を主目的とした協定締結を実現する．受け皿としての IPS 研究センタ

ーの強化を行う． 

 



11 

③社会貢献改革 

1.社会に開放された教育研究環境の構築 

・地方貢献人材発掘型入試の実現努力とともに、九州を中心とする有力高校との関係を強化する． 

・高専からのインターンシップは専攻科生のみとする．また、海外からのインターンシップ受け入れを

積極的に行う． 

 

④学生支援改革 

1.グローバルキャンパスに対応した生活環境の改善 

・異文化環境での教育・研究方式の点検、文化交流、日本語教育、カウンセリング強化 

・留学生支援 NPO を通じた学生どうし、地域住民との文化交流促進を行う． 

 

⑤ 点検・評価改革 

1.海外留学生を考慮した教育制度の点検・評価の推進 

・留学生、日本人学生による満足度・意識度チェックについて検討 

2.外部評価の推進 

・教育研究レベルの点検・評価法について検討を行う． 

・博士学位の質維持についての点検実施 

 

⑥ その他 

1.早稲田スピリッツの醸成 

・実体情報学等西早稲田キャンパスと合同実施プロジェクトへの積極参加 

・西早稲田との研究交流手段についての検討 

・早稲田イベントへの参加についての検討 

・IPS 内イベントの増加、稲門会、EWE との交流を図る． 

 

 

以 上 


